


 

 

（３）今後のスケジュール（予定） 

平成 32 年（2020 年）12 月 着工 

平成 35 年（2023 年）11 月 しゅん工  

※ 53街区の各提案内容の評価等については、横浜市ウェブサイトの以下のURLをご参照ください。 

  https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/zaisei/shiyuchi/jouho/hoyutochi/mirai21/mm53.html 

○ 採択の考え方 

事業予定者は、株式会社大林組を代表企業、ヤマハ株式会社、京浜急行電鉄株式会社及び新日鉄興和不動産

株式会社を構成企業とする企業グループであり、オフィス、商業施設、にぎわい施設、オープンイノベーショ

ンスペース、ホテル等からなる複合施設を新設するものです。 

 
事業主体は大型複合施設の開発実績があり、財務面でも十分な事業基盤を有しています。 

 
  事業・運営計画に関しては、企業グループを構成する各企業が、オフィス利用を中心に、オープンイノベー

ションスペース、商業施設やホテルなどを運営する計画であり、ヤマハ株式会社のオフィスのほか、テナント

についても多数の企業のLOI（関心表明書）を取得するなど、実現の可能性が高いと評価できます。また、商業

施設やホテルなどについても、構成企業が自ら行うものが中心となっており、具体的かつ確実性の高い計画と

なっています。 

 
 施設計画は、オープンイノベーションを誘発する魅力と活気に満ちた開発の実現を掲げており、街づくりル

ールへの適合性や施設配置、動線計画、キング軸や同軸沿いのにぎわい形成・緑化計画等のいずれにおいても

優れた計画となっています。 

 
 その他、CASBEE横浜Sランクの認証、帰宅困難者受け入れスペースの計画に加え、エリアマネジメント組織

の組成による周辺街区企業との連携や、音楽による街づくりプロジェクトでの地域コミュニティ醸成など、特

徴のある取組も見受けられる計画です。 

 
以上、事業主体や計画内容等の面から高く評価できる内容でしたので、本件提案者を事業予定者として採択

するものです。 

＜参考＞ 
不採択とした提案は、次の１提案です。 

 
・複合施設（オフィス、ホテル、オープンイノベーション施設、商業施設）の新設 

高層ビルを中心に、商業施設、オフィス、オープンイノベーション施設、ホテルからなる複合施設を

新設するものでしたが、事業収支やオープンイノベーション施設の運営など事業・運営計画や、施設・

動線計画など、さらなる計画熟度の向上が望まれる提案でした。 



 

 

４ 土壌汚染対策について 

当街区で土壌汚染調査を行った結果、街区の一部で「砒
ひ

素及びその化合物」の土壌溶出量

が土壌汚染対策法の指定基準値を超過していました。 

  今後、買受者による必要な対策の実施を条件として、売却手続を進めていきます。 

（詳細については、関係部署と調整・協議していきます。） 
 
 
 
＜案内図＞ 
 

 

 

お問合せ先 

財政局資産経営課長           水口 浩之 Tel 045-671-2198  

港湾局管財第一課担当課長               松波 義治 Tel 045-671-2717 

都市整備局みなとみらい２１推進課長   白井 正和 Tel 045-671-3501 


